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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第９期
第２四半期
連結累計期間

第９期
第２四半期
連結会計期間

第８期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日

自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (千円) 1,696,254 852,662 1,946,404

経常損失(△) (千円) △ 252,297 △ 384,575 △ 1,331,865

四半期（当期）純損失(△) (千円) △ 298,199 △ 429,546 △ 1,477,969

純資産額 (千円) － 8,392,862 9,048,882

総資産額 (千円) － 8,549,501 10,092,308

１株当たり純資産額 (円) － 87,875.28 94,847.77

１株当たり四半期（当期）純損失
(△)

(円) △ 3,126.47 △ 4,503.57 △ 15,317.50

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) － 98.0 89.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 449,882 － △ 2,547,289

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 214,216 － 943,223

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 900,688 － △ 369,274

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) － 1,116,407 1,335,412

従業員数 (名) － 69 69

(注)　１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 ２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在しますが、１株当たり四半期

（当期）純損失であるため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）の事業内容に重要な変

更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

なお、主に投資事業組合の持分の財産運用及び管理業務目的のため、平成20年７月10日に下記の会社を設

立し、連結子会社といたしました。この設立が当社の連結業績に与える影響は軽微であります。

(名称)　　株式会社DIインベストメントパートナーズ

　(住所)　　東京都目黒区上目黒二丁目１番１号

　(資本金)　10,000千円

　(主要な事業の内容)　投資事業組合の持分の財産運用及び管理業務目的

　(議決権に対する提出会社の所有割合)　100％

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名)
69
(2)

(注) 従業員は就業人員であり、臨時雇用者は( )内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名)
68
(1)

(注) 従業員は就業人員であり、臨時雇用者は( )内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社は生産活動を行っておりませんので、該当事項はありません。
　
(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績は次のとおりであります。

なお、営業投資事業につきましては、受注という概念がございませんので記載しておりません。

　

区分

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
  至　平成20年９月30日)

金額(千円)

コンサルティング事業 311,271

　大企業 255,000

　ベンチャービジネス  56,271

合計 311,271

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

区分

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
  至　平成20年９月30日)

金額(千円)

コンサルティング事業 371,618

　大企業 323,800

　ベンチャービジネス  47,818

営業投資事業 481,043

合計 852,662

(注) １　上表金額には、消費税等は含まれておりません。

２　セグメント間取引については、相殺消去しております。

３　総販売実績に占める割合が10％を超える相手先はありません。
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(4) 投資実績

証券種類

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
   至　平成20年３月31日）

第９期
第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
   至　平成20年９月30日）

投資実行高 期末投資残高 投資実行高 期末投資残高

金額
(千円)

会社数
(社)

金額
(千円)

会社数
(社)

金額
(千円)

会社数
(社)

金額
(千円)

会社数
(社)

　株式 2,436,69324 6,173,70666 399,7005 5,507,95162

　新株予約権等 － 9 0 31 － 3 － 32

合計 2,436,69329 6,173,70679 399,7008 5,507,95178

(注) １　新株予約権等は、当社コンサルティングサービスの対価として発行会社から無償で取得している場合がありま

すが、上表においては、その際の金額をゼロとし会社数のみを記載しております。 

２　株式、新株予約権等を重複して投資を行っている会社があります。 

３　時価のあるものについては、取得原価を記載しております。 

４　上表には余剰資金の運用目的の有価証券及び投資有価証券は含まれておりません。

５　当社は、未公開時点では投資をしていなかったPost-IPO企業の株式をIPO後に取得する場合がありますが、上表

には当該投資金額及び会社数は含まれておりません。

６　期末において保有している新株予約権等を全て行使した場合の株式取得価額の総額は、以下の通りでありま

す。

前連結会計年度 当第２四半期連結会計期間

879,280千円 984,916千円

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1)経営成績の分析

当第２四半期においても新興市場の株式市況は依然として低迷しており、またIPO市況も上場審査

の厳格化・長期化により新規株式公開社数の減少傾向は止まらず、当社をとりまく経営環境は引き

続き厳しい状況が継続いたしました。

　このような経営環境の中、当社グループは安定収益であるコンサルティングサービスを着実に提供

しながら、長期低迷が予想される株式市況の影響を抑制し、また財務安全性を高めるべく、有価証券

の売却を積極的に実施してまいりました。

　以上の施策により営業キャッシュ・フローやキャッシュポジションは大幅に改善したものの、予想

を大きく上回る株式市況の低迷時により、有価証券の評価損を多額に計上するに至りました。

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高852,662千円、営業損失387,482千円、経常

損失384,575千円、四半期純損失429,546千円となりました。

　なお、当年度は四半期報告制度の適用初年度のため、前年同四半期との比較はしておりません。

①コンサルティングサービス売上高

大企業向けコンサルティングサービスにつきましては、新規事業の事業化支援や戦略立案プロ

ジェクト等、引き続き受注は安定しており、当第２四半期連結会計期間に計上した売上高は323,800

千円となりました。

　また、ベンチャー向けコンサルティングサービスにつきましても、新株予約権を対価とするサービ

スの提供を中心に実施し、支援社数は順調に推移しております。

　その結果、当第２四半期連結会計期間におけるコンサルティングサービス売上高は、371,618千円、

営業利益は138,788千円となりました。　

②営業投資売上高

保有する有価証券の積極的な売却により、当第２四半期連結会計期間における営業投資売上高は

481,043千円であり、その内訳は、上場有価証券の売却額442,545千円、未上場有価証券の売却額

32,000千円、受取配当金の受取額6,462千円等であります。

　しかしながら、営業投資有価証券の減損／引当金額はを503,971千円を計上し、営業損失519,376千

円となりました。

　

区分

第９期
第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

金額(千円) 構成比(％)

 コンサルティングサービス売上高 371,618 43.6

 大企業 323,800 38.0

 ベンチャービジネス  47,818 5.6

 営業投資売上高 481,043 56.4

合　計 852,662 100.0
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(2)財政状態の分析

当第２四半期末における資産は8,549,501千円（前期末比1,542,807千円減）、負債は156,638千円

（同886,787千円減）、純資産は8,392,862千円（同656,019千円減）となっております。前期末比で

の増減の主な理由は以下の２点であります。 

①資産及び負債の減少（短期借入金返済） 

保有する営業投資有価証券の積極的な売却や余剰資金の運用目的で保有する有価証券の償還に

よって得た資金を、短期借入金900,000千円の返済に充当し、流動資産及び流動負債がそれぞれ同額

減少しております。

②資産及び純資産の減少（時価の変動及び四半期純損失の計上）

当四半期末における株式相場や為替相場の変動に伴い、その他有価証券評価差額が384,411千円減

少したこと、また、四半期純損失298,199千円を計上したことにより、資産及び純資産がそれぞれ同額

減少しております。

　

(3)キャッシュフローの状況

当四半期末の現金及び現金同等物（以下「資金」）は、第１四半期連結会計期間と比較して

350,183千円減少し、1,116,407千円となりました。これを活動別に記載しますと、以下の通りであり

ます。 

　営業活動によるキャッシュ・フローは、28,117千円の増加となりました。これは主に、保有する営業

投資有価証券を積極的に売却したためであります。 

　投資活動によるキャッシュ・フローは30,651千円の減少となりました。これは主に、短期貸付金の

純増額30,000千円によるものであります。 

　財務活動によるキャッシュ・フローは350,438千円の減少となりました。これは営業活動及び投資

活動によって得た資金を短期借入金350,000千円の返済に充当したためであります。 

　

(4)研究活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 288,000

計 288,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 95,379 95,379
東京証券取引所
（市場第一部）

―

計 95,379 95,379 ― ―

(注)「提出日現在発行数(株)」には、平成20年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

①旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく特別決議による新株予約権の状況

（平成12年６月26日臨時株主総会決議）
第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数 434.70個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　(注)４

新株予約権の目的となる株式の数
434.70株 

(注)１、２、５、６ 

新株予約権の行使時の払込金額 5,562円　(注)３、５、６

新株予約権の行使期間
平成14年６月27日から
平成22年５月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格　　 5,562円
資本組入額　 5,562円

新株予約権の行使の条件 (注)７、８

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) ８

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失した者の分を減じております。

２　当社が株式分割乃至は実質的な株式分割を目的とした株主割当増資により新規発行前の発行価額を下回

る払込価額で新株を発行するときは、株式数は、次の計算式により調整されます。 

調整後新株数＝
調整前新株数×調整前発行価額

調整後発行価額

３　当社が株式分割乃至は実質的な株式分割を目的とした株主割当増資により新規発行前の発行価額を下回

る払込価額で新株を発行するときは、発行価額は、次の計算式により調整されます。 

調整後発行価額＝
既発行株式数×調整前発行価額＋新発行株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数＋新発行株式数

４　平成12年12月29日付で50,000円額面株式を無額面株式に一斉転換いたしました。

５　平成13年２月９日付の株主割当増資により、株式数及び発行価額の調整が行われました。

６　平成14年１月28日開催の取締役会決議に基づき、平成14年２月13日をもって当社株式１株を６株に分割い

たしました。これにより、株式数及び発行価額の調整が行われました。

７　新株予約権の喪失 

被付与者は、次の各号に定める場合には、会社に対する新株予約権を喪失するものとする。 

(1) 被付与者の辞任、退職、解雇、その他事由の如何を問わず、被付与者が会社の取締役又は使用人でなく

なったとき。 

(2) 被付与者が刑事事件において被疑者として逮捕・拘留されたとき、もしくは横領、業務上横領、その他

の被付与者の背信行為により会社の信用を著しく損なった場合で、会社の取締役会において当該被付

与者の新株予約権の喪失が決議されたとき。

(3) 被付与者が会社所定の書面により新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出た場合。

８　新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成12年６月26日開催の臨

時株主総会及び平成12年６月27日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及び使用人との間で

締結した「新株引受権付与契約」に定められております。
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②　新事業創出促進法第11条の５第２項及び旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく特別決議による新

株予約権の状況

（平成12年12月25日臨時株主総会決議）
第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数 3.51個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　　(注)４

新株予約権の目的となる株式の数

①  0.86株 
②  0.86株 
③　0.93株 
④　0.86株 

(注)１、２、５、６ 

新株予約権の行使時の払込金額 31,572円　　(注)３、５、６

新株予約権の行使期間

①　平成14年６月１日から 
　　平成22年５月31日まで 
②　平成14年12月27日から 
　　平成22年12月24日まで 
③　平成14年12月27日から 
　　平成22年12月24日まで 
④　平成14年12月27日から 
　　平成22年12月24日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格　 　 31,572円
資本組入額　  15,786円

新株予約権の行使の条件 (注)７、８

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)８

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失した者の分を減じております。

２　当社が株式分割乃至は実質的な株式分割を目的とした株主割当増資により新規発行前の発行価額を下回

る払込価額で新株を発行するときは、株式数は、次の計算式により調整されます。 

調整後新株数＝
調整前新株数×調整前発行価額

調整後発行価額

３　当社が株式分割乃至は実質的な株式分割を目的とした株主割当増資により新規発行前の発行価額を下回

る払込価額で新株を発行するときは、発行価額は、次の計算式により調整されます。 

調整後発行価額＝
既発行株式数×調整前発行価額＋新発行株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数＋新発行株式数

４　平成12年12月29日付で50,000円額面株式を無額面株式に一斉転換いたしました。

５　平成13年２月９日付の株主割当増資により、株式数及び発行価額の調整が行われました。

６　平成14年１月28日開催の取締役会決議に基づき、平成14年２月13日をもって当社株式１株を６株に分割い

たしました。これにより、株式数及び発行価額の調整が行われました。
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７　新株予約権の喪失 

被付与者は、次の各号に定める場合には、会社に対する新株予約権を喪失するものとする。  

(1) 被付与者の辞任、退職、解雇、その他事由の如何を問わず、被付与者が会社の取締役又は使用人でなく

なったとき。 

(2) 被付与者が刑事事件において被疑者として逮捕・拘留されたとき、もしくは横領、業務上横領、その他

の被付与者の背信行為により会社の信用を著しく損なった場合で、会社の取締役会において当該被付

与者の新株予約権の喪失が決議されたとき。 

(3) 被付与者が会社所定の書面により新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出た場合。 

８　新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成12年12月25日開催の臨

時株主総会及び平成12年12月26日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及び使用人及び認定

支援者との間で締結した「新株引受権付与契約」に定められております。
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（平成13年6月18日臨時株主総会決議）
第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数 35.99個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数
35.99株 

(注)１、２、４ 

新株予約権の行使時の払込金額 216,667円　　(注)３、４

新株予約権の行使期間
　　平成16年６月18日から 
　　平成23年６月17日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格　 　 216,667円
資本組入額　  108,334円

新株予約権の行使の条件 (注)５、６

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失した者の分を減じております。

２　当社が株式分割乃至は実質的な株式分割を目的とした株主割当増資により新規発行前の発行価額を下回

る払込価額で新株を発行するときは、株式数は、次の計算式により調整されます。 

調整後新株数＝
調整前新株数×調整前発行価額

調整後発行価額

３　当社が株式分割乃至は実質的な株式分割を目的とした株主割当増資により新規発行前の発行価額を下回

る払込価額で新株を発行するときは、発行価額は、次の計算式により調整されます。

調整後発行価額＝
既発行株式数×調整前発行価額＋新発行株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数＋新発行株式数

４　平成12年12月29日付で50,000円額面株式を無額面株式に一斉転換いたしました。

５　平成13年２月９日付の株主割当増資により、株式数及び発行価額の調整が行われました。

６　平成14年１月28日開催の取締役会決議に基づき、平成14年２月13日をもって当社株式１株を６株に分割い

たしました。これにより、株式数及び発行価額の調整が行われました。

７　新株予約権の喪失 

被付与者は、次の各号に定める場合には、会社に対する新株予約権を喪失するものとする。 

(1) 被付与者の辞任、退職、解雇、その他事由の如何を問わず、被付与者が会社の取締役又は使用人でなく

なったとき。 

(2) 被付与者が刑事事件において被疑者として逮捕・拘留されたとき、もしくは横領、業務上横領、その他

の被付与者の背信行為により会社の信用を著しく損なった場合で、会社の取締役会において当該被付

与者の新株予約権の喪失が決議されたとき。 

(3) 被付与者が会社所定の書面により新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出た場合。 

８　新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成13年６月18日開催の定

時株主総会及び平成13年６月18日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及び使用人との間で

締結した「新株引受権付与契約」に定められております。
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③　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権の状況

(平成14年６月26日定時株主総会決議) 
第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数 466個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数

①　 69株 
②　300株 
③   25株 (注)１、２
④　 52株 
⑤　 20株 

新株予約権の行使時の払込金額

①　164,000円 
②　154,000円 
③　154,000円 (注)３ 
④　142,400円 
⑤　142,400円 

新株予約権の行使期間

①　平成17年６月27日から 
　　平成24年６月26日まで 
②　平成17年６月27日から 
　　平成24年６月26日まで 
③　平成17年４月15日から 
　　平成24年６月26日まで 
④　平成16年９月１日から 
　　平成24年６月26日まで 
⑤　平成17年４月15日から 
　　平成24年６月26日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

 ① 発行価格 164,000円

資本組入額  82,000円

 ②、③ 発行価格 154,000円

資本組入額  77,000円

 ④、⑤ 発行価格 142,400円

資本組入額  71,200円

新株予約権の行使の条件 (注)４、５

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)５

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失した者の分を減じております。

２　当社が株式分割乃至は実質的な株式分割を目的とした株主割当増資により新規発行前の発行価額を下回

る払込価額で新株を発行するときは、株式数は、次の計算式により調整されます。

調整後新株数＝
調整前新株数×調整前発行価額

調整後発行価額

３　当社が株式分割乃至は実質的な株式分割を目的とした株主割当増資により新規発行前の発行価額を下回

る払込価額で新株を発行するときは、発行価額は、次の計算式により調整されます。

調整後発行価額＝
既発行株式数×調整前発行価額＋新発行株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数＋新発行株式数
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４　新株予約権の喪失

被付与者は、次の各号に定める場合には、会社に対する新株予約権を喪失するものとする。

(1) 被付与者の辞任、退職、解雇、その他事由の如何を問わず、被付与者が会社の取締役又は使用人でなく

なったとき。

(2) 被付与者が刑事事件において被疑者として逮捕・拘留されたとき、もしくは横領、業務上横領、その他

の被付与者の背信行為により会社の信用を著しく損なった場合で、会社の取締役会において当該被付

与者の新株予約権の喪失が決議されたとき。

(3) 被付与者が会社所定の書面により新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出た場合。

５　新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成14年６月26日開催の定

時株主総会及び平成14年８月26日他開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及び使用人との間

で締結した「新株引受権付与契約」に定められております。
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(平成15年６月19日定時株主総会決議) 
第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数 1,612個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数
①　812株 (注)１、２ 
②　800株 

新株予約権の行使時の払込金額
①　211,000円 (注)３ 
②　267,000円 

新株予約権の行使期間

①　平成17年６月20日から 
　　平成25年６月19日まで 
②　平成19年３月１日から 
　　平成25年６月19日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

 ① 発行価格 211,000円

 資本組入額 105,500円

 ② 発行価格 267,000円

資本組入額 133,500円

新株予約権の行使の条件 (注)４、５

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)５

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失した者の分を減じております。

２　当社が株式分割乃至は実質的な株式分割を目的とした株主割当増資により新規発行前の発行価額を下回

る払込価額で新株を発行するときは、株式数は、次の計算式により調整されます。

調整後新株数＝
調整前新株数×調整前発行価額

調整後発行価額

３　当社が株式分割乃至は実質的な株式分割を目的とした株主割当増資により新規発行前の発行価額を下回

る払込価額で新株を発行するときは、発行価額は、次の計算式により調整されます。

調整後発行価額＝
既発行株式数×調整前発行価額＋新発行株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数＋新発行株式数

４　新株予約権の喪失 

被付与者は、次の各号に定める場合には、会社に対する新株予約権を喪失するものとする。  

(1) 被付与者の辞任、退職、解雇、その他事由の如何を問わず、被付与者が会社の取締役又は使用人でなく

なったとき。 

(2) 被付与者が刑事事件において被疑者として逮捕・拘留されたとき、もしくは横領、業務上横領、その他

の被付与者の背信行為により会社の信用を著しく損なった場合で、会社の取締役会において当該被付

与者の新株予約権の喪失が決議されたとき。 

(3) 被付与者が会社所定の書面により新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出た場合。

５　新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成15年６月19日開催の定

時株主総会及び平成16年２月２日他開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及び使用人との間

で締結した「新株引受権付与契約書」に定められております。
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(平成16年６月21日定時株主総会決議)
第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数 2,024個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数
　2,024株

（注）１，２ 

新株予約権の行使時の払込金額 224,000円 (注)３

新株予約権の行使期間
　　平成18年６月22日から 
　　平成26年６月21日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格　　 224,000円
資本組入額　 112,000円

新株予約権の行使の条件 (注)４、５

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)５

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失した者の分を減じております。

２　当社が株式分割乃至は実質的な株式分割を目的とした株主割当増資により新規発行前の発行価額を下回

る払込価額で新株を発行するときは、株式数は、次の計算式により調整されます。

調整後新株数＝
調整前新株数×調整前発行価額

調整後発行価額

３　当社が株式分割乃至は実質的な株式分割を目的とした株主割当増資により新規発行前の発行価額を下回

る払込価額で新株を発行するときは、発行価額は、次の計算式により調整されます。

調整後発行価額＝
既発行株式数×調整前発行価額＋新発行株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数＋新発行株式数

４　新株予約権の喪失

被付与者は、次の各号に定める場合には、会社に対する新株予約権を喪失するものとする。

(1) 被付与者の辞任、退職、解雇、その他事由の如何を問わず、被付与者が会社の取締役又は使用人でなく

なったとき。

(2) 被付与者が刑事事件において被疑者として逮捕・拘留されたとき、もしくは横領、業務上横領、その他

の被付与者の背信行為により会社の信用を著しく損なった場合で、会社の取締役会において当該被付

与者の新株予約権の喪失が決議されたとき。

(3) 被付与者が会社所定の書面により新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出た場合。

５　新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成16年６月21日開催の定

時株主総会及び平成17年３月14日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及び使用人との間で

締結した「新株引受権付与契約書」に定められております。
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(平成17年６月20日定時株主総会決議)
第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数 2,176個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数
①　1,713株(注）１，２ 
②　　463株

新株予約権の行使時の払込金額
①　443,000円 (注)３ 
②　579,000円 

新株予約権の行使期間
　　平成19年６月21日から 
　　平成27年６月20日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

 ① 発行価格 443,000円

資本組入額 221,500円

 ② 発行価格 579,000円

資本組入額 289,500円

新株予約権の行使の条件 (注)４、５

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)５

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失した者の分を減じております。

２　当社が株式分割乃至は実質的な株式分割を目的とした株主割当増資により新規発行前の発行価額を下回

る払込価額で新株を発行するときは、株式数は、次の計算式により調整されます。

調整後新株数＝
調整前新株数×調整前発行価額

調整後発行価額

３　当社が株式分割乃至は実質的な株式分割を目的とした株主割当増資により新規発行前の発行価額を下回

る払込価額で新株を発行するときは、発行価額は、次の計算式により調整されます。

調整後発行価額＝
既発行株式数×調整前発行価額＋新発行株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数＋新発行株式数

４　新株予約権の喪失 

被付与者は、次の各号に定める場合には、会社に対する新株予約権を喪失するものとする。  

(1) 被付与者の辞任、退職、解雇、その他事由の如何を問わず、被付与者が会社の取締役又は使用人でなく

なったとき。 

(2) 被付与者が刑事事件において被疑者として逮捕・拘留されたとき、もしくは横領、業務上横領、その他

の被付与者の背信行為により会社の信用を著しく損なった場合で、会社の取締役会において当該被付

与者の新株予約権の喪失が決議されたとき。

(3) 被付与者が会社所定の書面により新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出た場合。

５　新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成17年６月20日開催の定

時株主総会、平成17年9月12日及び平成18年４月28日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及

び使用人との間で締結した「新株引受権付与契約書」に定められております。
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④会社法第236条の規定に基つく新株予約権の状況

(平成20年６月４日定時株主総会決議)
第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数 2,649個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数
2,649株
（注）１、２

新株予約権の行使時の払込金額 134,000円 (注)３ 

新株予約権の行使期間
　　平成22年６月21日から 
　　平成30年６月４日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格　　 134,000円
資本組入額　  67,000円

新株予約権の行使の条件 (注)４、５

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承
認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)６

(注) １　新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失した者の分を減じています。

２　新株予約権の発行日以降、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により未行使の新株予約

権の目的たる株式の数につき調整を行い、調整により生じる１株未満の株式は切り捨てる。

調整後新株数＝ 調整前株式数×分割・併合の比率

３　新株予約権の発行日以降、当社が時価を下回る価額をもって普通株式を発行する場合（新株予約権の行使

に伴う株式の発行を除く）には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は

切り上げる。

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
既発行株式数＋ １株当たり時価

既発行株式数＋新発行株式数

４　新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従

業員の地位にあることを要す。

(2) 新株予約権の質入その他一切の処分は認めない。

(3) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。ただし、当社取締役会の承認

を得ることを条件とし、その詳細な譲渡条件についても取締役会の決議によるものとする。

(4) その他の行使の条件については、新株予約権発行を決議する取締役会の決定に基づき、当社と新株予

約権の割当を受けた者との間で締結する契約に定めるものとする。

５　新株予約権の取得事由 

(1) 当社が消滅会社となる合併契約が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議

案又は株式移転の議案につき当社株主総会又は取締役会で承認されたときは、当社は当社取締役会に

おいて別途決定する日において、新株予約権を無償で取得することができる。 

(2) 新株予約権者が上記４に定める条件に該当しなくなった場合、当社は、当社取締役会において別途決

定する日において、新株予約権を無償で取得することができる。 
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６　組織再編行為時における新株予約権の取扱い

当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る)、吸収分割若しくは新設分割(それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る)、又は株式交換若しくは株式移転(それぞれ当社が完全子会社になる場合に限

る。)(以上を総称して以下「組織再編行為」という)をする場合において、組織再編行為の効力発生日の

直前において残存する新株予約権(以下「残存新株予約権」という)を保有する新株予約権者に対し、そ

れぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」

という)の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再

編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。但し、再編対象会社の新株予約権を交付する旨

を、吸収合併契約書、新設合併契約書、吸収分割契約書、新設分割契約、株式交換契約又は株式移転計画に

おいて定めることを条件とする。

　

EDINET提出書類

株式会社ドリームインキュベータ(E05221)

四半期報告書

20/36



(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年９月30日 － 95,379 － 4,613,182－ 4,653,082

　

　

(5) 【大株主の状況】

当第２四半期会計期間末における株主名簿を確認したところ、バンクオブニューヨークジーシーエムク

ライアントアカウントジェイピーアールデイアイエスジーエフイーエイシーが大株主ではなくなり、日本

トラスティ・サービス信託銀行株式会社が大株主となっていることが明らかになりました。 

　なお、この異動の結果、当第２四半期会計期間末における大株主の状況は以下となっております。

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

堀　紘一 東京都渋谷区 16,997 17.8

古谷　昇 東京都渋谷区 6,097 6.4

井上　猛 東京都世田谷区 5,347 5.6

オリックス株式会社 東京都港区浜松町２丁目４－１ 4,682 4.9

山川　隆義 東京都世田谷区 2,857 3.0

宮内　義彦 東京都品川区 1,925 2.0

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８－１１ 1,816 1.9

筒井　敬三 東京都目黒区 1,600 1.7

出井　伸之 東京都品川区 1,300 1.4

株式会社エヌ・ティ・ティドコ
モ

東京千代田区永田町２丁目１１－１ 1,100 1.1

計 ― 43,721 45.8
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　95,379 95,379
株主としての権利内容に制限のない、
標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 95,379 ― ―

総株主の議決権 ― 95,379 ―

(注)「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が11株（議決権11個）含まれてお

ります。

　

② 【自己株式等】

該当事項はありません

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年４月 平成20年５月 平成20年６月 平成20年７月 平成20年８月 平成20年９月

最高(円) 91,700 183,000 162,000 152,000 131,000 86,000

最低(円) 68,500 91,800 129,000 101,900 80,200 65,500

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、ありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年9月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,116,407 1,335,412

売掛金 250,680 188,980

営業投資有価証券 5,919,968 6,958,231

投資損失引当金 △90,281 △100,241

有価証券 520,880 781,280

短期貸付金 30,000 －

未収還付法人税等 13,751 58,743

その他 36,852 29,418

貸倒引当金 △15,000 －

流動資産合計 7,783,259 9,251,825

固定資産

有形固定資産 ※
 43,621

※
 48,258

無形固定資産 3,688 4,163

投資その他の資産

投資有価証券 573,470 649,693

長期貸付金 73,900 73,900

その他 107,010 99,917

貸倒引当金 △35,450 △35,450

投資その他の資産合計 718,931 788,061

固定資産合計 766,241 840,483

資産合計 8,549,501 10,092,308
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年9月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

未払金 86,480 54,645

短期借入金 － 900,000

未払法人税等 5,998 －

前受金 33,036 56,541

その他 31,123 32,239

流動負債合計 156,638 1,043,426

負債合計 156,638 1,043,426

純資産の部

株主資本

資本金 4,613,182 4,613,182

資本剰余金 4,796,069 4,796,069

利益剰余金 △63,924 234,274

株主資本合計 9,345,326 9,643,526

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △941,630 △557,219

為替換算調整勘定 △22,240 △39,821

評価・換算差額等合計 △963,870 △597,040

新株予約権 8,876 －

少数株主持分 2,530 2,397

純資産合計 8,392,862 9,048,882

負債純資産合計 8,549,501 10,092,308
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(2)【四半期連結損益計算書】
　　【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年９月30日)

売上高

コンサルティングサービス売上高 635,211

営業投資売上高 1,061,043

売上高合計 1,696,254

売上原価

コンサルティングサービス売上原価 353,923

営業投資売上原価 ※１
 1,243,299

売上原価合計 1,597,222

売上総利益 99,032

販売費及び一般管理費 ※２
 382,722

営業損失（△） △283,690

営業外収益

受取利息 51,685

為替差益 1,104

その他 5,649

営業外収益合計 58,440

営業外費用

支払利息 3,178

有価証券評価損 8,833

貸倒引当金繰入額 15,000

その他 35

営業外費用合計 27,047

経常損失（△） △252,297

特別損失

投資有価証券評価損 38,763

特別損失合計 38,763

税金等調整前四半期純損失（△） △291,060

法人税、住民税及び事業税 7,183

少数株主損失（△） △44

四半期純損失（△） △298,199
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
  至 平成20年９月30日)

売上高

コンサルティングサービス売上高 371,618

営業投資売上高 481,043

売上高合計 852,662

売上原価

コンサルティングサービス売上原価 181,252

営業投資売上原価 ※１
 870,473

売上原価合計 1,051,725

売上総損失（△） △199,063

販売費及び一般管理費 ※２
 188,418

営業損失（△） △387,482

営業外収益

受取利息 26,935

為替差益 31

その他 131

営業外収益合計 27,098

営業外費用

支払利息 358

有価証券運用損益 8,833

貸倒引当金繰入額 15,000

その他 0

営業外費用合計 24,192

経常損失（△） △384,575

特別損失

投資有価証券評価損 38,763

特別損失合計 38,763

税金等調整前四半期純損失（△） △423,338

法人税、住民税及び事業税 6,215

少数株主損失（△） △7

四半期純損失（△） △429,546
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △291,060

減価償却費 5,529

投資損失引当金の増減額（△は減少） △9,960

貸倒引当金の増減額（△は減少） 15,000

株式報酬費用 8,876

受取利息 △51,685

支払利息 3,178

有価証券運用損益（△は益） 8,833

投資有価証券評価損益（△は益） 38,763

営業投資有価証券の増減額（△は増加） 693,578

売上債権の増減額（△は増加） △61,700

未払金の増減額（△は減少） 32,418

前受金の増減額（△は減少） △23,504

その他 △13,123

小計 355,143

利息及び配当金の受取額 44,472

利息の支払額 △1,409

法人税等の還付額 58,743

法人税等の支払額 △7,066

営業活動によるキャッシュ・フロー 449,882

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △303

有価証券の運用収支 51,567

有価証券の償還による収入 200,000

敷金の差入による支出 △8,268

敷金の回収による収入 1,220

短期貸付金の増減額（△は増加） △30,000

投資活動によるキャッシュ・フロー 214,216

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △900,000

配当金の支払額 △652

その他 △35

財務活動によるキャッシュ・フロー △900,688

現金及び現金同等物に係る換算差額 17,584

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △219,004

現金及び現金同等物の期首残高 1,335,412

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,116,407
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

(1)連結の範囲の変更

当第２四半期連結会計期間から、新たに設立した株式会社DIインベストメントパートナーズを連結

の範囲に含めております。

(2)連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取り扱いの適用

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(企業会計基準委員会　

平成18年５月17日　実務対応報告第18号)を第１四半期連結会計期間から適用し、連結決算上必要な修

正を行っております。これによる損益に与える影響及びセグメントに与える影響は軽微であります。

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

(1)固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定す

る方法によっております。

(2)繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異

等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予

測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※　　有形固定資産の減価償却累計額 ※　　有形固定資産の減価償却累計額

85,367千円 80,304千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日 
  至 平成20年９月30日)

※１　営業投資売上原価
売上原価の中には、営業投資有価証券評価損555,834千円、投資損失引当
金戻入額9,960千円が含まれております。
 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要なものは以下のとおりであります。

　　　　  役員報酬　　41,881千円

　　　　　給与　　　 110,436千円

　　　　　地代家賃　　52,938千円

　　　　　業務委託費　33,073千円

　

第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

※１　営業投資売上原価

売上原価の中には、営業投資有価証券評価損485,431千円、投資損失引当
金戻入額18,539千円が含まれております。

※２　販売費及び一般管理費のうち主要なものは以下のとおりであります

         役員報酬　　20,940千円

　       給与　　　  54,783千円

         地代家賃　　27,535千円

         業務委託費　13,747千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　 平成20年４月１日 
  至　 平成20年９月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係(平成20年９月30日現在)

 現金及び預金 1,116,407千円

現金及び現金同等物 1,116,407千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１

日　至　平成20年９月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 95,379

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) ―

　

　

３　新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　提出会社　　8,876千円

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません

　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が

認められないため、記載しておりません。

　

(有価証券関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）

時価のある満期保有目的の債券及びその他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なもの

となっており、かつ、当該有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末

日に比べて著しい変動が見られます。

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。

２．その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価(千円)
四半期連結貸借対照表
計上額（千円）

差額（千円）

 株式 2,032,570 1,531,755△ 500,814

 投資信託受益証券 500,000 342,900△ 157,099

合　　計 2,532,570 1,874,656△ 657,914

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　

営業投資事業
(千円)

コンサルティング
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

481,043 371,618852,662 ― 852,662

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 481,043 371,618852,662 ― 852,662

 営業利益又は営業損失(△) △ 519,376 138,788△ 380,587(6,895)△ 387,482

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　

営業投資事業
(千円)

コンサルティング
　　
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

1,061,043 635,2111,696,254 ― 1,696,254

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 1,061,043 635,2111,696,254 ― 1,696,254

営業利益又は営業損失(△) △ 350,154 80,490△ 269,664(14,026)△ 283,690

(注)  １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の主な内容

（１）営業投資事業・・・・・株式等への投資事業

（２）コンサルティング事業・・・・・ベンチャービジネス及び大企業向けの経営コンサルティング事業

　

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計額に占める割合が90％超であるため、記載を省略

しております。 

　

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 87,875.28円 １株当たり純資産額 94,847.77円

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
  至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間 
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純損失 △3,126.47円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式は存在しているものの、１株当たり四半
期純損失のため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失 △4,503.57円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式は存在しているものの、１株当たり四半
期純損失のため記載しておりません。

　

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) △ 298,199 △ 429,546

普通株式に係る四半期純損失(千円) △ 298,199 △ 429,546

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式の期中平均株式数(株) 95,379 95,379

 四半期純利益調整額(千円) － －

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に
用いられた普通株式増加数(株)

－ －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

新株予約権
１．株主総会の特別決議日
　　平成20年６月４日
２．新株予約権の数
　　2,649個

新株予約権
１．株主総会の特別決議日
　　平成20年６月４日
２．新株予約権の数
　　2,649個

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月14日

株式会社ドリームインキュベータ

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　濵　尾　宏　　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　上　林　敏　子　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ドリームインキュベータの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連

結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日

から平成20年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計

算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ドリームインキュベータ及び連結子

会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連

結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書

提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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